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用ディーゼル発電機及びこれにより発電した電力を他の設備に供給するための電気

設備（以下、併せて「本件非常用電源設備」という。）が主要建屋の中に設置され

ていた。 

  原子力発電所の設計津波水位の評価方法に関する報告書の作成 

 社団法人土木学会原子力土木委員会の下に設置された津波評価部会は、平成１４

年２月、原子力発電所の設計津波水位の評価方法を示したものとして、「原子力発

電所の津波評価技術」と題する報告書（以下「平成１４年津波評価技術」とい

う。）を作成した。平成１４年津波評価技術は、プレート境界型地震に伴う津波に

ついて、評価地点に最も大きな影響を及ぼしたと考えられる既往津波を選定し、そ

の既往津波の沿岸における痕跡高を最もよく説明できる断層モデルを基に基準断層

モデルを設定した上で、想定津波の不確定性を設計津波水位に反映させるため、基

準断層モデルの諸条件を合理的と考えられる範囲内で変化させた数値計算を多数実

施し、評価地点に最も影響を与える津波に基づいて設計津波水位を求めるなどとし

ていた。 

 三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価を取りまとめた文書の公表 

地震調査研究推進本部地震調査委員会は、地震防災対策特別措置法に基づいて文

部科学省に設置された機関であり、関係行政機関の職員及び学識経験のある者のう

ちから文部科学大臣が任命する委員によって構成されるところ、平成１４年７月、

三陸沖から房総沖にかけての日本海溝沿いの領域を対象とした長期的な観点での地

震発生の可能性、震源域の形態等についての評価を取りまとめたものとして、「三

陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評価について」と題する文書（以下「本

件長期評価」という。）を公表した。本件長期評価は、上記の日本海溝沿いの領域

のうち、三陸沖北部から房総沖にかけての日本海溝寄りの南北に細長い領域に関

し、明治２９年に発生した明治三陸地震と同様の地震が上記領域内のどこでも発生

する可能性があること、上記領域内におけるマグニチュード８クラスのプレート間

大地震（津波地震）については、今後３０年以内の発生確率が２０％程度、今後５
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０年以内の発生確率が３０％程度と推定されること、その地震の規模は、津波マグ

ニチュード８．２前後と推定されること等を内容とするものであった。 

 発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針の策定 

ア 原子力安全委員会は、平成１８年９月、発電用軽水型原子炉の設置許可申請

及び変更許可申請に係る安全審査のうち、耐震安全性の確保の観点から耐震設計方

針の妥当性について判断する際の基礎を示すことを目的として、「発電用原子炉施

設に関する耐震設計審査指針」を策定した。上記指針は、発電用軽水型原子炉施設

について、その供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能性があると想定す

ることが適切な津波によっても、上記原子炉施設の安全機能が重大な影響を受ける

おそれがないことを十分考慮した上で設計されなければならないものとしていた。 

イ 原子力安全・保安院は、同月、東京電力を含む発電用原子炉施設の設置者等

に対し、既設の発電用原子炉施設等について、上記指針に照らした耐震安全性の評

価を実施するよう指示した。 

  本件長期評価に基づく津波の試算 

ア 東京電力は、上記の指示を受けて、本件長期評価に基づいて本件発電所に到

来する可能性のある津波を評価すること等を関連会社に委託し、平成２０年４月

頃、その結果の報告を受けた。その内容は、本件長期評価に基づいて福島県沖から

房総沖の日本海溝寄りの領域に明治三陸地震の断層モデルを設定した上で、平成１

４年津波評価技術が示す設計津波水位の評価方法に従って、上記断層モデルの諸条

件を合理的と考えられる範囲内で変化させた数値計算を多数実施して津波の試算を

行ったところ、本件敷地の海に面した東側及び南東側の前面における波の高さが最

も高くなる津波は、本件敷地の南東側前面において、最大で海抜１５．７０７ｍの

高さになるが、本件敷地の東側前面では本件敷地の高さ（海抜１０ｍ）を超えず、

主要建屋付近の浸水深は、４号機の原子炉建屋付近で約２．６ｍ、４号機のタービ

ン建屋付近で約２．０ｍとなるなどというものであった（以下、この試算を「本件

試算」といい、この試算された津波を「本件試算津波」という。）。 


